
包括的経済連携等に関する要請決議

政府は１１月９日、「包括的経済連携に関する基本方針」を閣議決定
した。その中で、「センシティブ品目に配慮を行いつつ、すべての品目
を自由化交渉対象とし、交渉を通じて、高いレベルの経済連携を目指す」、
また、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）について、「その情報収集を進
めながら対応していく必要があり、国内の環境整備を早急に進めるとと
もに、関係国との協議を開始する」と明記し、従来の政府の方針を大き
く転換する決定を行った。

ＴＰＰは、すべての関税撤廃を原則とする包括的な協定であり、こ
れが実行に移されれば、わが国農業は壊滅的被害を受けるばかりか、国
家の基盤となる地域経済・社会の崩壊、さらには人の移動等の非関税障
壁の撤廃を含め、わが国のカタチを変えることにつながるものである。

また、わが国は、約７兆円にも達する食料輸入額、農産物の平均関
税率が１１．７％と低水準であること及び食料自給率が４０％であるこ
と等で明らかなように、すでに世界有数の開かれた市場であり、さらな
る市場開放は、危機的状況にあるわが国農業・農村の再生への道を閉ざ
すことになりかねない。

よって政府は、ＴＰＰへの参加は絶対に行わないこと、国際交渉を
進めるに当たっては、農業・農村に配慮するとの従来の方針を堅持する
ことを、ここに強く要請する。

記

１．例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰへの参加は断固反対であり、絶

対に行わないこと。

２．ＥＰＡ、ＦＴＡ交渉に当たっては、今年３月に食料・農業・農村基本

計画として閣議決定した「食の安全・安定供給、食料自給率の向上、国

内農業・農村の振興等を損なうことは行わないことを基本に取り組む」

との従来方針を堅持すること。また、ＷＴＯ農業交渉については「多様

な農業の共存」との基本理念を保持すること。

３．わが国はすでに世界有数の食料輸入大国であることについて、経済界

等を含め、広く国民理解を促進すること。




